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２０２５年度事業報告書 
 

Ⅰ 本財団の概要 

１．事業内容 

自転車、小型自動車その他の機械に関する事業及び体育事業その他の公益の増進を目的

とする事業の振興を図るとともに、競輪及び小型自動車競走の公正かつ円滑な実施及び振興

のため必要な業務並びにその他の関連業務を行い、もって地方財政の健全化及び社会・文化

の向上発展に寄与することを目的とする。 

 

(１)自転車、小型自動車その他の機械に関する事業の振興のための事業を補助すること。 

 

(２)体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の振興のための事業を補助すること。 

 

(３)競輪の審判員及び競輪に出場する選手の検定及び登録並びに競輪に使用する自転車の

種類及び規格の登録を行うこと。 

 

(４)小型自動車競走の審判員及び小型自動車競走に出場する選手の検定及び登録並びに小

型自動車競走に使用する小型自動車の登録を行うこと。 

 

(５)競輪の検車員及び先頭固定競走の先頭誘導選手の認定並びに競輪に使用する自転車の

部品及び小型自動車競走に使用する小型自動車の部品の認定を行うこと。 

 

(６)選手及び自転車又は小型自動車の競走前の検査の方法、審判の方法その他の競輪又は

小型自動車競走の実施方法を定めること。 

 

(７)選手の出場のあっせんを行うこと。 

 

(８)審判員、選手その他の競輪又は小型自動車競走の実施に必要な者を養成し、又は訓練す

ること。 

 

(９)選手の褒賞を行うこと。 

 

(１０)競輪及び小型自動車競走の振興、国際化及び効率的な実施のための施策の調査研究、

企画立案並びに総合調整を行うこと。 

 

(１１)競輪その他自転車競技及び小型自動車競走に関する広報宣伝を行うこと。 

 

(１２)自転車競技法第１６条第１項各号及び小型自動車競走法第２０条第１項各号の規定によ

る交付金の受入れを行うこと。 

 

(１３)自転車競技法第４０条に規定する競輪事業を行うこと。 

 

(１４)自転車競技スポーツの競技者の養成及び愛好家層の拡大並びに自転車競技スポーツの

普及及び振興に関する事業を行うこと。 

 

(１５)競輪の情報システムに関する事業を行うこと。 

 

(１６)前各号に掲げるもののほか、本財団の目的を達成するために必要な事業。 
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２．主たる事務所及び従たる事務所の所在地 

(１)主たる事務所 

〒１０８－８２０６ 東京都港区港南一丁目２番７０号 品川シーズンテラス２５階 

 

(２)従たる事務所 

(伊豆事業所)〒４１０－２４０２ 静岡県伊豆市大野１８２７番地 

 

３．役員の定数並びに役員ごとの氏名、役職、任期及び経歴(２０２６年３月３１日現在) 

本財団の役員等体制について、２０２３年６月２６日より理事の総数を７名とし、常勤理事を４

名(会長１名、専務理事１名、常務理事２名)、非常勤外部理事を３名とした。 

併せて、常務理事の業務を補佐する｢業務執行統括役｣を設置した。 

役職 定数 氏名及び任期 経歴 

会長 １名 

木戸 寛 (公財)ＪＫＡ 

競輪業務部長 

 ２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会(２０

２７年６月頃開催予定)の終結の時まで 

専務 

理事 
１名 

松川 明弘 (公財)ＪＫＡ 

事務局長 

２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会(２０

２７年６月頃開催予定)の終結の時まで 

常務 

理事 
２名 

長谷川 雅浩 (公財)ＪＫＡ 

競輪競技統括部長 
２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会(２０

２７年６月頃開催予定)の終結の時まで 

八子 洋介 (公財)ＪＫＡ 

業務執行統括役 
２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時評議員会

(２０２７年６月頃開催予定)の終結の時ま

で 

理事 

会 長 、 専 務

理 事 、 常 務

理事を含め 

１４名以内 

宮智 泉 読売新聞東京本社 編集委

員 

２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会(２０

２７年６月頃開催予定)の終結の時まで 
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役職 定数 氏名及び任期 経歴 

理事 

会 長 、 専 務

理 事 、 常 務

理事を含め 

１４名以内 

岡 俊子 (株)岡＆カンパニー 代表

取締役 
２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会(２０

２７年６月頃開催予定)の終結の時まで 

林 辰夫 ＵＣＩ (国際自転車競技連

合) 

公認国際コミセール委員会

委員 

２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会(２０

２７年６月頃開催予定)の終結の時まで 

監事 
１名以上 

４名以内 

井手 和孝 (公財)ＪＫＡ参与(競輪競技

統括部担当理事補佐) 
２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会(２０

２７年６月頃開催予定)の終結の時まで 

渡部 博 公認会計士 渡部博 事務

所 所長 ２０２５．６．２７ 

～就任後２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会(２０

２７年６月頃開催予定)の終結の時まで 

 

４．職員数 

６０７名(２０２６年３月３１日現在) 

 

５．沿革 

１９４８年１１月 社団法人自転車振興会連合会(特殊法人日本自転車振興会の前身)設立 

１９５０年 ８月 社団法人全国小型自動車競走会連合会(特殊法人日本小型自動車振興会

の前身)設立 

１９５７年１０月 特殊法人日本自転車振興会設立 

１９６２年１０月 特殊法人日本小型自動車振興会設立 

２００７年 ８月 財団法人日本競輪財団設立 

２００７年１０月 特殊法人日本自転車振興会は解散し、競輪振興法人として指定を受けた財

団法人日本競輪財団が特殊法人日本自転車振興会の業務等を承継すると

ともに財団法人日本自転車振興会に改称 

２００８年 ４月 特殊法人日本小型自動車振興会は解散し、小型自動車競走振興法人として

指定を受けた財団法人日本自転車振興会が特殊法人日本小型自動車振興

会の業務等を承継するとともに財団法人ＪＫＡに改称 

２０１３年 ４月 公益財団法人としての認定を受け、公益財団法人 JＫＡに改称 

２０１４年 ２月 競技実施法人として経済産業大臣の指定を受ける 

２０１４年 ３月 合併に伴う変更に係る事項について内閣総理大臣の認定を受ける 

２０１４年 ４月 公益財団法人日本自転車競技会及び公益財団法人車両情報センターと合併 
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６．評議員会の構成員の氏名(２０２６年３月３１日現在) 

設楽 淳子  株式会社ジェイズヒート プロデューサー 

今井 通子  株式会社ル・ベルソー 代表取締役 

竹田 恆和  公益財団法人日本オリンピック委員会 名誉委員 

田中 英彦  一般社団法人日本生活問題研究所 理事 

古林 英一  北海学園大学 経済学部 教授 

三屋 裕子  公益財団法人日本オリンピック委員会 副会長 

横川 浩  公益財団法人日本陸上競技連盟 名誉会長 

 

Ⅱ 事業の実施状況 

第１部 競輪収益及び小型自動車競走収益による補助事業 

１．機械振興 

（１）２０２５年度実施概要 

２０２５年度補助事業については、「機械振興補助事業審査・評価委員会」において「２０２５

年度補助方針」、「補助事業審査・評価マニュアル」に基づく審査を行い、広く社会への貢献に

資する事業の採否に関し審議した結果、自転車、小型自動車その他の機械の振興に関する

事業については、７４０件、５４．４億円(２０２４年度５８７件、５１．２億円)の補助金の交付決定

を行った。 

このうち、オリンピック・パラリンピック競技大会に関する事業については、４件、２．２億円、

また、２０２５年日本国際博覧会への支援については、２件、３．０億円であった。 

なお、２０２５年度補助事業から福祉機器の整備の募集を２回へ拡充した結果、申請件数は

前年度を大幅に上回った。 

２０２６年度補助事業については、ＰＤＣＡサイクルの一環である補助事業評価等に基づき、

「機械振興補助事業審査・評価委員会」において審議に基づいた「２０２６年度補助方針」を策

定し、補助事業者の募集を実施した。 

※ 本項目及び以降の項目について、端数処理の関係で、交付決定総額と交付決定内訳の

合計額が一致しない場合がある。 

 

（２）機械振興補助事業の実施 

①振興事業補助 

振興事業補助として、４６３件、３８．９億円の交付決定を行った。 

 

②研究補助 

計２７７件、１５．５億円の交付決定を行った。 

内訳としては、機械振興に資する研究事業のうち、研究者による個別研究に１２０件、６億

円、若手研究に４５件、０．９億円、開発研究に１５件、２.２億円、ステップアップ研究に１０件、

１億円、複数年研究に５２件、５.２億円の交付決定を行った。 

また、２０２５年度から新規メニューとして募集を開始した国際交流に３５件、０．１億円の交

付決定を行った。 

 

③年度内要望による非常災害等の支援 

年度内要望による非常災害等の支援については、非常災害等の支援対象となる事業及び

要件に該当するものは発生しなかった。 
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（３）機械振興補助事業審査・評価委員会 

①機械振興補助事業審査・評価委員会 

「機械振興補助事業審査・評価委員会」を８回開催し、２０２６年度の補助方針の策定、２０

２７年度の補助事業の考え方及び補助事業の審査・評価について、審議を行った。 

 

②研究補助研究部会 

２０２６年度研究補助の審査を適正かつ円滑に実施するため、事務局にて技術動向等の視

点で検討、チェックしたのち「研究補助研究部会」において審査を行い、部会案を「機械振興

補助事業審査・評価委員会」に附議した。 

また、２０２５年度複数年研究事業の継続に関する承認を行い、「機械振興補助事業審査・

評価委員会」に報告を行った。 

 

（４）機械振興補助事業に関する情報発信の強化  

本財団が実施する補助事業の周知及び要望数の拡大を図るため、補助事業を紹介するＷ

ＥＢサイト「ＣＹＣＬＥ」を中心に、以下のとおり情報発信を実施した。 

①補助事業紹介ＷＥＢサイト「ＣＹＣＬＥ」、申請用・事業者向けＷＥＢサイト「競輪とオートレー

スの補助事業」 

②テレビＣＭ及び提供番組での取り上げ 

③ラジオＣＭ及び提供番組での取り上げ 

④新聞、雑誌、デジタルサイネージ広告 

⑤ＷＥＢ広告 

⑥ＳＮＳ 

⑦ＰＲブース出展 

さらに競輪・オートレース施行者の協力のもと、補助事業交付式を競輪場２か所、オートレ

ース場１か所、専用場外車券売場１か所にて実施し、補助事業説明会を競輪場１か所、専用

場外車券売場１か所で実施し、ＷＥＢ説明会を４回実施した。加えて、商業施設等において、

補助事業ＰＲイベントを実施した。 

また、ＷＥＢサイト「競輪とオートレースの補助事業」において、交付決定時に補助事業一

覧を公開し、事業完了後は、事業実施の内容をまとめた広報資料を掲載した。 

 

（５）機械振興補助事業の調査及び評価 

①補助事業完了後における調査及び補助金の額の確定 

ア．確定調査 

２０２３年度から２０２５年度に実施された補助事業を対象に、計５６２件(内訳：２０２３年度

事業実施分５３件、２０２４年度事業実施分２３５件、２０２５年度事業実施分２７４件)につい

て確定調査を行った。 

 

イ．補助金額の確定 

２０２３年度から２０２５年度に実施された補助事業を対象に、計５５５件(内訳：２０２３年度

事業実施分５３件、２０２４年度事業実施分２４２件、２０２５年度事業実施分２６０件)につい

て補助金額の確定を行った。 

 

②補助事業の評価 

ア．ＪＫＡ評価 

補助事業者による自己評価を受けて、「補助事業審査・評価マニュアル」に基づき、２０２４

年度補助事業に対してＪＫＡ評価を行った。 

 

イ．補助事業全体の評価 

２０２４年度補助事業の補助事業全体の評価を取りまとめ、「補助事業審査・評価委員会



6 

評価作業部会」へ報告し、承認を受けたのち補助事業ホームページに掲載した。 

 

ウ．利用状況等調査 

ＪＫＡ補助事業評価の実施に伴う評価資料を拡充・補完するため、利用状況等調査を実

施し、その結果を分野別にまとめて補助事業ホームページに掲載した。 

 

エ．成果発表 

評価の一環として、「機械振興補助事業審査・評価委員会」及び「補助事業審査・評価委

員会評価作業部会」において、「機械産業の国際競争力強化に資する標準化の推進」の成

果発表を行った。 

 

③補助事業審査・評価委員会評価作業部会 

ＰＤＣＡサイクルによってＪＫＡ補助事業全体を改善するため、２０２４年度事業全体の評価

を行い、その結果を機械振興補助事業審査・評価委員会に附議した。 

 

２．公益事業振興 

（１）２０２５年度実施概要 

２０２５年度補助事業については、「公益事業振興補助事業審査・評価委員会」において「２

０２５年度補助方針」、「補助事業審査・評価マニュアル」に基づく審査を行い、広く社会への貢

献に資する事業の採否に関し審議した結果、体育事業その他の公益の増進を目的とする事業

の振興に関する事業については、４７１件、４０．８億円(２０２４年度４３３件、４０．２億円)の補

助金の交付決定を行った。 

このうち、自転車活用推進計画及びオリンピック・パラリンピック競技大会に関する事業につ

いては、２件、１．９億円、福祉車両や検診車の整備等、幸せに暮らせる社会を創るための活

動や車両・機器等の整備については、２７６件、８．０億円、「子どもの居場所」作りなど子ども・

若者を対象とした事業については、５件、０．２億円、ギャンブル等依存症対策に関する事業に

ついては、４件、０．１億円であった。 

なお、２０２５年度補助事業から福祉車両の整備の募集を２回へ拡充した結果、申請件数は

前年度を大幅に上回った。 

２０２６年度補助事業については、ＰＤＣＡサイクルの一環である補助事業評価等に基づき、

「公益事業振興補助事業審査・評価委員会」において審議に基づき「２０２６年度補助方針」を

策定し、補助事業者の募集を実施した。 

 

（２）公益事業振興補助事業の実施 

①公益の増進 

計１５９件、３０．８億円の交付決定を行った。 

内訳としては、自転車競技に関する競技能力向上等の活動に２件、１．９億円、自転車・モ

ーターサイクルの普及等の活動に４５件、７．２億円、スポーツ・パラスポーツの推進等に１９

件、４．４億円、社会環境の整備等に７件、３．０億円、国際交流の推進等に３件、０．４億円、

医療・公衆衛生に資する活動に５７件、１２．８億円、文教・社会環境の整備等に１２件、１．０

億円、新世紀未来創造プロジェクトに１４件、０．１億円の交付決定を行った。 

 

②社会福祉の増進 

計３０２件、９．７億円の交付決定を行った。 

内訳としては、児童・高齢者・障がい者の方々が幸せに暮らせる活動に２０件、１．４億円、

地域共生型社会支援事業に６件、０．３億円、幸せに暮らせる社会を創る活動や車両・機器

整備等の整備活動に２７６件、８．０億円の交付決定を行った。 
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③復興支援事業 

東日本大震災等の復興支援に貢献する活動に３件、０．１億円の交付決定を行った。 

 

④研究補助 

研究補助に７件、０．２億円の交付決定を行った。 

 

⑤年度内要望による非常災害等の支援 

緊急的な対応を必要とする事業については、非常災害等の支援対象となる事業及び要件

に該当するものは発生しなかった。 

 

（３）公益事業振興補助事業審査・評価委員会 

「公益事業振興補助事業審査・評価委員会」を６回開催し、２０２６年度の補助方針の策定、

２０２７年度の補助事業の考え方及び補助事業の審査・評価について、審議を行った。 

 

（４）公益事業振興補助事業に関する情報発信の強化 

本財団が実施する補助事業の周知及び要望数の拡大を図るため、補助事業を紹介するＷ

ＥＢサイト「ＣＹＣＬＥ」を中心に、以下のとおり情報発信を実施した。 

①補助事業紹介ＷＥＢサイト「ＣＹＣＬＥ」、申請用・事業者向けＷＥＢサイト「競輪とオートレー

スの補助事業」 

②テレビＣＭ及び提供番組での取り上げ 

③ラジオＣＭ及び提供番組での取り上げ 

④新聞、雑誌、デジタルサイネージ広告 

⑤ＷＥＢ広告 

⑥ＳＮＳ 

⑦ＰＲブース出展 

さらに競輪・オートレース施行者の協力のもと、補助事業交付式を競輪場２か所、オートレー

ス場１か所、専用場外車券売場１か所にて実施し、補助事業説明会を競輪場１か所、専用場

外車券売場１か所で実施し、ＷＥＢ説明会を４回実施した。加えて、商業施設等において、補

助事業ＰＲイベントを実施した。 

また、ＷＥＢサイト「競輪とオートレースの補助事業」において、交付決定時に補助事業一覧

を公開し、事業完了後は、事業実施の内容をまとめた広報資料を掲載した。 

 

（５）公益事業振興補助事業の調査及び評価 

①補助事業完了後における調査及び補助金の額の確定 

ア．確定調査 

２０２２年度から２０２５年度に実施された補助事業を対象に、計３９７件(内訳：２０２２年度

事業実施分４件、２０２３年度事業実施分２８件、２０２４年度事業実施分２２９件、２０２５年

度事業実施分１３６件)について確定調査を行った。 

 

イ．補助金額の確定 

２０２２年度から２０２５年度に実施された補助事業を対象に、計３８６件(内訳：２０２２年度

事業実施分４件、２０２３年度事業実施分３１件、２０２４年度事業実施分２３０件、２０２５年

度事業実施分１２１件)について補助金額の確定を行った。 

 

②補助事業の評価 

ア．ＪＫＡ評価 

補助事業者による自己評価を受けて、「補助事業審査・評価マニュアル」に基づき、２０２４

年度補助事業に対してＪＫＡ評価を行った。 
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イ．補助事業全体の評価 

２０２４年度補助事業の補助事業全体の評価を取りまとめ、「補助事業審査・評価委員会

評価作業部会」へ報告し、承認を受けたのち補助事業ホームページに掲載した。 

 

ウ．利用状況等調査 

ＪＫＡ補助事業評価の実施に伴う評価資料を拡充・補完するため、利用状況等調査を実

施し、その結果を分野別にまとめて補助事業ホームページに掲載した。 

 

エ．成果発表 

評価の一環として、「公益事業振興補助事業審査・評価委員会」及び「補助事業審査・評

価委員会評価作業部会」において、「幸せに暮らせる福祉社会を創る人材育成」の成果発表

を行った。 

 

③補助事業審査・評価委員会評価作業部会 

ＰＤＣＡサイクルによってＪＫＡ補助事業全体を改善するため、２０２４年度事業全体の評価

を行い、その結果を公益事業振興補助事業審査・評価委員会に附議した。 

 

第２部 競輪運営支援業務 

１．競輪の振興、国際化及び効率的な実施のための施策の調査研究、企画立案並びに総合調

整等 

（１）お客様の満足度を向上させ、利用拡大を図るための施策 

①お客様のライフスタイルに合わせた開催の実施協力及び調査研究等 

お客様のニーズ及び売上構造の変化並びにこれまでの売上増加要因の分析を踏まえ、２

０２８年度以降の将来的な開催枠組みの検討と併せて、２０２６年度の開催枠組みについて

以下の提案を行い、決定した。 

・自転車競技ファンを含む新規顧客の獲得を図るとともに、競輪のスポーツ性の向上を図る。

これにより、競輪の国際的な認知の拡大を通じ、オリンピック種目としての持続性を確保する

ことを目的として２０２０年度以降中断していた外国人選手招へいレースを「競輪ワールドシリ

ーズ」として再開することを決定した。 

・業界推進開催である男子選手による先頭固定競走（インターナショナル）ルールのレース

（以下、「ＫＥＩＲＩＮ ＡＤＶＡＮＣＥ」という)や３日制２節ＧⅢ及びミッドナイトＧⅢについても、引き

続き試行実施することを決定した。 

また、お客様が１日を通して競輪の車券購入を楽しめるよう、以下の施策に取り組むこと

で、購入機会を増やし、新規のお客様の獲得と売上向上に繋げた。 

・お客様の投票機会を拡大し、サービス向上及び売上増加を図るため、全国的な発走時刻調

整を本格実施した。本取組の検証を行った結果、発走時刻等を調整したレースにおいて売上

が好調に推移するなど、一定の効果が確認された。 

・顧客層、商品嗜好並びに売上構造の変化に応じた商品の提供を目的とした３日制２節ＧⅢ

及びＫＥＩＲＩＮ ＡＤＶＡＮＣＥを試行実施し、その結果を踏まえ、次年度の開催枠組みの検討

につなげた。 

 

②競輪施行者との連携強化 

競輪施行者と競輪の認知拡大及び売上向上策等について意見交換等を行った。その他、

中期基本方針事業推進支援を通じて、競輪場の５４件の事業に対し支援を実施した。 

２０２４年度までの収益情報を活用し、競輪開催における損益分岐点モデルの更新を行

い、競輪施行者へ共有した。 

 

③民間事業者等との連携強化 

民間ポータルサイト顧客の購買動向を把握するため、車券購入額、購入頻度及びレース嗜
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好等に関するアンケートを実施した。 

場外車券売場設置者や、民間ポータルサイト事業者等の民間事業者等と競輪の認知拡大

及び売上向上策等について意見交換等を行った。その他、中期基本方針事業推進支援を通

じて、場外車券売場の計７７件の事業に対し支援を実施した。 

 

④海外有力選手招へいによる競輪の活性化  

短期登録選手制度の再開に向け、国内外関係団体との調整を行い、併せて外国人選手の

招へい準備を進めた結果、所要の条件が整ったことから、外国人選手の事前来日を受け入

れるとともに、必要な講習を実施した。また、新規顧客の獲得を目的として、自転車競技情報

発信サイト「Ｍｏｒｅ ＣＡＤＥＮＣＥ」において、国際大会(世界選手権、ワールドカップ等) で活躍

する海外有力選手の情報を発信した。 

 

⑤世界を目指す選手の強化事業への協力  

公益財団法人日本自転車競技連盟（以下、「ＪＣＦ」という）の下部組織であるハイ・パフォー

マンス・センター・オブ・ジャパン・サイクリング（以下、「ＨＰＣＪＣ」という）で行う選手強化事業

に対して、本財団が招へいした外国人コーチを参画させ、スポーツ科学を踏まえたトレーニン

グメソッドの提供及びメダル獲得のための諸外国の情報取集等の実施に協力した。 

２０２５年度の国際大会では、ＵＣＩ世界選手権大会で佐藤水菜選手が女子ケイリンで連覇

を達成し、女子スプリントで銀メダルを獲得した。また、窪木一茂選手が男子オムニアムで日

本史上最高位となる銀メダルを獲得した。ＵＣＩトラックワールドカップでは、内野艶和選手が

女子マディソンで金メダルを、女子オムニアムで銀メダルを獲得した。競輪選手全体のメダル

獲得数は以下のとおり 

１０月ＵＣＩ世界選手権大会（チリ・サンティアゴ）金１、銀２ 

３月ＵＣＩトラックワールドカップ（オーストラリア・パース）金１、銀１ 

アジア自転車競技選手権大会（フィリピン・タガイタイ）金３、銀７、銅２ 

また、日本競輪選手養成所（以下、「ＪＩＫ」という）に在籍する第１２９回選手候補生（男子）

及び第１３０回選手候補生（女子）から選抜した有望な候補生を対象に、外国人コーチによる

フィジカルトレーニング指導及びデータに基づくトレーニング支援を実施し、競技力向上を図っ

た。 併せて、選手候補生全員を対象として、出身地域に密着した選手を活用したプロモーシ

ョン活動について理解を深めさせるため、専門の講師を招いてインタビューへの応答やＳＮＳ

上の情報発信等プロモーションに関する教育を行ったほか、現役選手による地域貢献活動に

関する講義を実施した。 

 

(２)競輪活性化のための調査研究 

①お客様のニーズ調査 

発走時刻全国調整、ＫＥＩＲＩＮ ＡＤＶＡＮＣＥ、３日制２節ＧⅢ等の新規施策について、インタ

ーネット投票利用者に対してアンケート調査を実施し、次年度以降の施策検討に活用した。 

 

②社会状況の変化に対応する調査研究 

社会状況が変化し、インターネットによる売上が中心となった現状を踏まえ、近年新規に競

輪を始めたインターネット顧客を対象として、競輪への参加理由、可処分所得の変化、競輪

の継続理由や購買動向等について把握するための調査を昨年度に引き続き実施した。 

 

③競走ユニフォームのリニューアル等に係る調査研究 

２０２４年度男子選手ユニフォームのリニューアルで不要となった旧ユニフォームについて、

引き続きリサイクル処理による再資源化を行った。また、アップサイクルグッズについては大

阪・関西万博で配布し、来場者サービスに活用した。 
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④自転車競技者の拡大に向けた調査研究 

男子、女子、ジュニア層を対象としたトラックサイクリングキャンプをＪＩＫにて実施し、５９名

の参加を通じて次世代の自転車競技者の拡大を図るとともに、本財団制作の選手育成用動

画コンテンツを公開した。 

また、伊豆エリアにおける自転車競技をさらに活性化させるため、関連自治体、関係団体と

の連携を強化した。 

さらに、ＷＲＣ世界ラリー選手権やＸ Ｇａｍｅｓなどのスポーツイベントにおいて、イベント来

場者を対象にアンケートを行い、競輪及び自転車競技に対する認知度や関心度を調査した。 

 

⑤各種スポーツ大会における調査研究 

全日本自転車競技選手権大会トラック、ジャパントラックカップⅠ＆Ⅱ、その他スポーツ(サ

イクルロードレース大会)において、ＪＩＫ及び「Ｍｏｒｅ ＣＡＤＥＮＣＥ」の紹介ブースを設置し、来

場したお客様に競輪及び自転車トラック競技に関するアンケート調査を行った。 

 

⑥競輪の認知拡大のためのデジタル技術の活用に係る調査研究 

ＶＲ等のデジタル技術を活用したネットワーク対戦型競輪４Ｄ筐体及びコンテンツを制作し

た。また、競輪場や各種イベント会場にて計５回の体験イベントを実施し、本施策の評価をア

ンケート調査にて確認した。 

 

２．競輪その他自転車競技に関する広報宣伝  

（１）お客様の満足度を向上させ、利用拡大を図るための施策 

①効果的かつ効率的な広報事業の展開 

中期基本方針に基づき策定されたプロモーション戦略に基づき、下記の通り広報事業を展

開した。 

テレビＣＭについては、２０２４年度に制作した「家族と共に」篇及び「友人と共に」篇並びに

２０２２年度に制作した「Ｔｈｉｓ ｉｓ ＧＩＲＬＳ ＫＥＩＲＩＮ篇」を調査した結果、「スポーツとしての魅力

を感じる」などの評価が高かったことから、イメージの蓄積を図るため継続して展開することと

し、ＪＫＡ提供番組やスポット枠を使用し、放送した。併せて、ＷＥＢでの展開として、動画配信

サービス及び動画サイトにおいて公開した。 

特別競輪等の中継については、ＫＥＩＲＩＮグランプリ２０２５、ガールズグランプリ２０２５及び

ＧⅠ決勝戦を、地上波テレビ局(日本テレビ系、テレビ東京系) 及びＢＳテレビ局において放送

するとともに、動画配信サービスにおいて公開した。 

インフルエンサーや競輪選手を活用したインターネット動画の制作や配信を行うとともに、

競輪４Ｄ体験、フィットネスバイクとアプリを用いた自転車競技場の疑似走行体験及び地元企

業・スポーツチームとコラボレーションした本場イベント等を実施し、若年層への参加促進を図

った。 

スポーツ紙(デジタルコンテンツを含む)におけるＰＲ策として、グレードレース、ナイター競

輪、ミッドナイト競輪及びガールズケイリン等の記事拡充を実施し、お客様向けの情報提供を

拡大し、全発売チャネルにおける車券購入機会の新たな創出を図った。 

なお、広報事業の展開にあたっては、競輪の社会貢献活動と併せて広くＰＲすることによ

り、競輪の補助事業に対する認知拡大、興味を喚起するとともに、スポットＣＭの放映のほ

か、一般紙において募集告知広告を出稿した。 

補助事業及び競輪の認知拡大、イメージアップを目的として、公益社団法人２０２５年日本

国際博覧会協会への協賛を行った。特に８月８日～２９日には世界中の人々に競輪の躍動

感を発信することを目的とした「ふとももＥＸＰＯ～ＦＵＴＯＭＯＭＯｏｏｏｏｏｏｏｏ～」のブース出展

を行い、来場者に対して直接的に競輪の魅力を訴求するとともに、メディアに対して露出の拡

大を図った。また、１０月以降の特別競輪等において、大阪・関西万博で出展したコンテンツを

活用した体験型イベントを行った。 
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②競輪施行者、民間事業者等との連携強化 

特別競輪等開催施行者を対象とした「特別競輪等開催施行者等広報宣伝会議」において、

特別競輪等におけるプロモーションを決定し、開催施行者等と連携を図りながら各種プロモー

ションを実施した。具体的には、ＫＥＩＲＩＮグランプリ２０２５、競輪祭及び全日本選抜競輪にお

いて、補助事業ＰＲとともに特別競輪の認知拡大を目的とした新聞広告掲載を行った。 

その他にも、ＧⅠ及びＫＥＩＲＩＮグランプリシリーズ開催に際して、「けいりんマルシェ」のＳＮ

Ｓのフォロワー獲得を目的としたフォロー＆リポストキャンペーンを実施した。 

中期基本方針推進事業支援を活用し、競輪施行者及び専用場外車券売場の広報等につ

いて、効果の期待できる施策をサポートした。 

また、地域密着型プロモーションの一環として、特別競輪開催等における地元選手を起用

した地元メディアへの露出促進活動を実施するとともに、競輪場、専用場外車券売場におい

て地元選手を起用した補助事業交付式を実施し、その内容を地元メディアに取り上げてもらう

等のプロモーション活動を実施した。 

 

③ギャンブル等依存症対策 

ギャンブル等依存症対策について、２０２５年５月のギャンブル等依存症問題啓発週間で

は、競輪公式投票サイト(ＫＥＩＲＩＮ．ＪＰ)及びＪＫＡ公式ＨＰにおいてギャンブル等依存症問題

啓発週間の周知に関するバナーを掲載したほか、東京駅にてデジタルサイネージを用いた依

存症問題啓発ポスターの掲示や、全競輪場及び専用場外車券売場にて、依存症問題啓発用

オリジナルデザインのグッズを配布した。 

また、２０２４年３月の「ギャンブル等依存症対策推進会議」において決定された、各投票サ

イトのログイン画面に流れる文字(ティッカー)及びギャンブル等依存症に関するページとリンク

させた固定文字を、引き続き競輪公式投票サイト(ＫＥＩＲＩＮ．ＪＰ)に掲載した。 

加えて、２０２６年１月の「ギャンブル等依存症対策推進会議」において改訂された競輪広

告・宣伝指針を競輪公式投票サイト(ＫＥＩＲＩＮ．ＪＰ)に掲載した。 

その他、競輪場及び専用場外車券売場に対する実地調査に併せて、ギャンブル等依存症

対策状況について確認を行った。 

 

④情報提供の充実 

お客様への情報提供の充実と、インターネット投票の参加促進及び売上増加を目的とし

て、競輪オフィシャルサイトのＫＥＩＲＩＮ．ＪＰにおいてオフィシャルリリース情報を即時公開し、

グレードレースや新規施策を実施する開催の告知、特別昇級・昇班が達成目前となった選手

の告知を実施した。 

また、初心者向けのサイト「けいりんマルシェ」、ガールズケイリンファン向けのオフィシャル

コンテンツ「ＧＩＲＬＳ ＫＥＩＲＩＮ」及び自転車競技に特化した「Ｍｏｒｅ ＣＡＤＥＮＣＥ」、コアな競

輪ファン向けの「月刊競輪ＷＥＢ」において、それぞれＳＮＳ等を活用した情報発信を行い、認

知拡大を図った。 

世界選手権でメダリストとなったＪＣＦトラックナショナルチーム所属選手について、スポーツ

メディアでの掲載を行うとともに、記者会見の協力や映像提供を実施し、露出拡大を図った。 

ガールズケイリンの更なるイメージアップ及び認知拡大のため、ＧⅠ決勝戦をＢＳ中継する

とともに、スポーツ紙面拡充及びガールズケイリンにフォーカスをあてた競輪ＣＭ「Ｔｈｉｓ ｉｓ ＧＩ

ＲＬＳ ＫＥＩＲＩＮ篇」のスポット放送を実施した。 

補助事業の効果的なＰＲを展開するため、２０２３年度に制作した補助事業の全体をイメー

ジした「両輪で明日へ篇」及び研究補助に特化した「研究活動篇」を、それぞれ申請受付時期

に併せてスポット放送を実施した。 

外国人選手が出走する競輪ワールドシリーズの２０２６年度実施決定に伴い、開催概要及

び出場選手の決定に際してプレスリリースを行い、開催に向けての機運醸成を図った。 
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⑤選手の表彰 

年間の競走成績が優秀な選手及び功労があった選手の表彰式典を２０２６年２月２５日に

実施し、競輪のお客様や有識者にご列席いただくことで、競輪の社会的意義や認知拡大を図

った。 

 

ア．年間競走成績による表彰 

賞 名 選手名 都道府県 

最優秀選手賞 郡司 浩平 神奈川 

優秀選手賞 脇本 雄太 福 井 

優秀選手賞 古性 優作 大 阪 

優秀選手賞 吉田 拓矢 茨 城 

優秀新人選手賞 中石 湊 北海道 

特別敢闘選手賞 寺崎 浩平 福 井 

国際賞 橋本 英也 岐 阜 

国際賞 小原 佑太 青 森 

国際賞 窪木 一茂 福 島 

国際賞 中野 慎詞 岩 手 

国際賞 太田 海也 岡 山 

国際賞 市田 龍生都 福 井 

最優秀選手賞 

(女子選手) 
佐藤 水菜 神奈川 

優秀選手賞 

(女子選手) 
児玉 碧衣 福 岡 

優秀選手賞 

(女子選手) 
梅川 風子 東 京 

優秀新人選手賞 

(女子選手) 
仲澤 春香 福 井 

特別敢闘選手賞 

(女子選手) 
尾崎 睦 神奈川 

国際賞 

(女子選手) 
佐藤 水菜 神奈川 

国際賞 

(女子選手) 
内野 艶和 福 岡 

国際賞 

(女子選手) 
仲澤 春香 福 井 

※国際賞は、国際的な自転車競技大会(オリンピック競技大会・世界選手権自転車競技大

会・その他本財団が認める国際大会)に参加した選手のうちその成績が優秀であった者を

対象としている。 
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イ．通算成績による表彰 

・通算勝利数 

１０００勝達成 

該当者なし 

 

 

９００勝達成 

該当者なし 

 

８００勝達成 

該当者なし 

 

７００勝達成 

該当者なし 

 

６００勝達成 

該当者なし 

 

５００勝達成 

選手名 都道府県 達成日 

武田 豊樹 茨 城 ２０２５年１月１４日 

田村 光昭 広 島 ２０２５年１月１７日 

小林 莉子 東 京 ２０２５年３月２７日 

井上 昌己 長 崎 ２０２５年４月１４日 

高田 真幸 福 岡 ２０２５年６月２１日 

浦山 一栄 東 京 ２０２５年８月５日 

小島 雅章 埼 玉 ２０２５年９月２３日 

島野 浩司 愛 知 ２０２５年１０月６日 

尾崎 睦 神奈川 ２０２５年１０月１２日 

小泉 俊也 静 岡 ２０２５年１１月１４日 

丸山 啓一 静 岡 ２０２５年１１月２６日 

 

３００勝達成 

選手名 都道府県 達成日 

尾方 真生 福 岡 ２０２５年３月３日 

柳原 真緒 福 井 ２０２５年３月４日 
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野口 裕史 千 葉 ２０２５年１０月４日 

 

・優勝記録更新選手 

    該当者なし 

 

・ＧⅠ優勝記録更新選手 

選手名 都道府県 優勝回数 

佐藤 水菜 神奈川 ３回 

佐藤 水菜 神奈川 ４回 

佐藤 水菜 神奈川 ５回 

佐藤 水菜 神奈川 ６回 

 

・連勝記録更新選手 

該当者なし 

 

・ＧⅠ連続出場選手 

３０回出場した者 

該当者なし 

 

２５回出場した者 

選手名 都道府県 ＧⅠ名称 

荒井 崇博 長 崎 日本選手権競輪 

 

２０回出場した者 

選手名 都道府県 ＧⅠ名称 

東口 善朋 和歌山 日本選手権競輪 

諸橋 愛 新 潟 高松宮記念杯競輪 

井上 昌己 長 崎 オールスター競輪 

 

・全ＧⅠ優勝(グランドスラム)選手 

選手名 都道府県 達成日 

脇本 雄太 福 井 ２０２５年２月２４日 

佐藤 水菜 神奈川 ２０２５年８月１０日 

 

・全ＧⅠ優勝 ＋ ＧＰ優勝(グランプリスラム)選手 

選手名 都道府県 達成日 

脇本 雄太 福 井 ２０２５年２月２４日 
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佐藤 水菜 神奈川 ２０２５年８月１０日 

 

・ベストナイン 

オールスター競輪ファン投票において、上位９位までに選ばれた男子選手に対し、次の

とおり表彰を行った。 

順位 選手名 都道府県 得票数 

１ 古性 優作 大 阪 １８，４１４ 

２ 眞杉 匠 栃 木 １７，５０３ 

３ 新山 響平 青 森 １７，２１３ 

４ 郡司 浩平 神奈川 １５，９８５ 

５ 脇本 雄太 福 井 １５，３０４ 

６ 犬伏 湧也 徳 島 １３，５８１ 

７ 深谷 知広 静 岡 １１，７２３ 

８ 清水 裕友 山 口 １１，４８８ 

９ 松浦 悠士 広 島 １０，９８２ 

 

・ベストセブン 

オールスター競輪ファン投票において、上位７位までに選ばれた女子選手に対し、次の

とおり表彰を行った。 

順位 選手名 都道府県 得票数 

１ 児玉 碧衣 福 岡 ２１，８６８ 

２ 太田 りゆ 埼 玉 １７，７８２ 

３ 佐藤 水菜 神奈川 １６，４８９ 

４ 久米 詩 静 岡 １２，５８２ 

５ 石井 寛子 東 京 ９，７６８ 

６ 荒川 ひかり 茨 城 ７，７６９ 

７ 河内 桜雪 群 馬 ７，７３９ 

 

・特別功労賞選手 

該当者なし 

 

・特別賞選手 

該当者なし 

 

※ 都道府県は記録達成時の都道府県を示す。 

※ 当該年度内において表彰を行った者を記載。 
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３．競輪の公正かつ円滑な実施に資する事業 

（１）審判員及び選手の検定及び登録並びに自転車の登録 

①審判員の登録 

審判員資格検定(身体検査、技能検定、学力検定及び人物検定)について、第１回は申請

があった５０名に対して実施し、合格した４５名を審判員として登録した。第２回は申請があっ

た１２名に対し実施し、合格した１名を審判員として登録した。 

登録更新(３年更新)については、登録有効期間が満了する審判員２３９名のうち、登録更

新の申請があった２２５名に対して登録更新検定を実施し、合格した２２５名の登録を更新し

た。 

登録の消除については、４５名の登録を消除した。 

(２０２６年３月３１日現在の登録審判員数７６６名) 

級別認定については、Ａ級審判員１名、Ｂ級審判員１９名、Ａ級(２５０競走)審判員０名、Ｂ

級(２５０競走)審判員５名、新たに審判員登録した４６名をＣ級審判員に、それぞれ認定した。 

(２０２６年３月３１日現在のＡ級審判員数 ２０６名、Ｂ級審判員数 ２２３名、Ｃ級審判員数 ３

３７名) 

 

②選手の登録 

競輪選手資格検定(身体検査、技能検定、学力検定及び人物検定)については、第１２９回

選手候補生の早期卒業者を対象とした第１回を２０２５年１２月に実施予定であったが、受検

者が０名となり未実施となった。第２回は２０２６年２月に実施し、第１２９回選手候補生(男子)

６９名及び第１３０回選手候補生(女子)２０名が合格した。 

競輪選手資格検定に合格した者のうち、第１２９回選手候補生(男子)６８名及び第１３０回

選手候補生(女子)２０名を２０２６年３月２３日にそれぞれ登録した。 

登録更新(２年更新)については、申請のあった選手１，２１３名の登録を更新した。 

登録の消除については、８０名について登録を消除した。 

(２０２６年３月３１日現在の登録選手数２，４５６名) 

 

③自転車の登録 

スチール製フレームによる自転車の登録については、変更なし。カーボン製フレームによる

自転車の登録については、１社の登録消除を行った。 

自転車の製造業者の登録更新については「競走車安全基準」に基づいて審査を行い、登

録更新を行った。(２０２６年３月３１日現在の登録製造業者数-スチール製 ２３社、カーボン製 

４社、２５０競走 １６社) 

 

（２）検車員、先頭誘導選手、ペーサー及び自転車の部品の認定 

①検車員の認定 

検車員認定試験(身体検査、技能試験及び学力試験)については、２回実施し、合格した４

７名を認定した。 

認定の取消については、申請のあった４７名について認定を取消した。 

(２０２６年３月３１日現在の認定検車員数９１８名) 

 

②先頭誘導選手の認定 

先頭誘導選手として７０名を新たに認定するとともに、６４３名の認定の更新と３４名の認定

を取消した。 

また、選手登録消除に伴い５９名の認定資格が消失した。 

(２０２６年３月３１日現在の先頭誘導選手数１，６１３名) 

 

③ペーサーの認定 

ペーサー認定試験(身体検査、技能試験及び学力試験)については、申請者が０名であっ
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たため、実施しなかった。 

認定更新(３年更新)については、認定有効期間が満了するペーサーが０名であったため、

更新検定を実施しなかった。 

認定の取消については、申請のあった３名について認定を取消した。 

(２０２６年３月３１日現在の認定ペーサー数１８名) 

 

④自転車の部品の認定 

「競走車部品認定基準」及び「競走車部品の認定に関する要領」に基づき部品の認定を１点

行った。(２０２６年３月３１日現在のＮＪＳ認定部品８０点の内スチール及びカーボン製フレー

ムに使用できる部品６８点、カーボン製フレームに使用できる部品１２点、２５０競走で使用で

きる部品１２１点) 

 

（３）競輪の実施方法を定めることに関する事業 

競技実施法人と諸会議を実施し開催現場での審判、選手管理、番組編成及び検車の業務

に関する実施方法や課題・問題点に関する検討、意見交換等を通じた改善研究を実施した。

また、競技の公正かつ円滑な実施を図るため以下の業務を実施した。 

 

①審判業務 

審判業務の適正化と判定基準の統一を図るため、「中央判定調整会議幹事会」を開催し、

競技規則第１１条及び第１５条の判定に関する申し合わせ事項を決定した。 

 

②選手管理業務 

競輪施行者と選手間で開催参加に際して交わされる競輪選手の出場に関する約款の解釈

等に関する対応、中途欠場者及び直前欠場者の取りまとめを実施するとともに、欠場防止策

の運用等を行った。 

「競輪用ヘルメット規格」の改訂を行い、最新のＪＩＳ規格に準拠した内容に変更し、競輪用

ヘルメットを製造する業者への周知を行った。 

 

③番組編成業務 

特別競輪開催時(一部４日制開催を除く)に開催現場に赴き、勝ち上がり等の確認作業を行

った。 

２０２５年度開催枠組みに係る新規施策(ＫＥＩＲＩＮ ＡＤＶＡＮＣＥ・競輪ワールドシリーズ等)の

概定番組について変更を行った。また、ドーピング違反と認定された選手を特別競輪等選考

対象から除外する規程を新設した。 

 

④検車業務 

競輪に使用されている自転車が「スチール製フレーム製造提要」に適合しているかどうか、

競輪場においてスチール製フレーム肉厚測定検査を行った。 

 

（４）選手の出場あっせん及び級班の決定 

①選手の出場あっせん 

全国の開催状況、場外発売予定及び競輪施行者のあっせん希望を勘案しつつ、脚質、脚

力及び地区バランスを考慮したあっせんを行った。また、多くのお客様が注目する開催につい

ては、有力選手のあっせんを積極的に行った。 

特に多くの場外車券売場で発売されるＦⅠ開催(カップ戦、冠レース等)については、重点あ

っせんと位置付け、若手注目選手や実力のある人気選手を中心としたあっせんを行った。 

 

②選手の級班の決定 

２０２５年１月から１２月に行われた競走で各選手が取得する競走得点について、審査期(６
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か月間)における各選手の付与状況を把握するとともに、競走中における身体損傷等を事象

ごとに精査し、特例適用の有無を級班決定特例審査委員会において審議し、最終的に級班

を決定する評価点を算出することにより、審査期における級班を決定した。 

 

（５）開催執務員及び選手の養成及び訓練 

①開催執務員の養成及び訓練 

ア．養成 

審判員養成については、新たに審判員の資格取得を受けようとする４５名に対し、ＪＩＫで

のスクーリング等、約６か月間の養成を行った。 

また、検車員養成については、新たに検車員の認定を受けようとする４１名に対し、ＪＩＫで

のスクーリング等の養成を行った。 

 

イ．訓練 

２０２５年度競輪基幹審判員講習会については、２４名に対し１２月、１月に各３日ずつ講

習を行った。 

また、２０２５年度の新任審判長研修については、９月に３名、３月に４名、計７名に対し研修

を行った。 

 

②選手の養成及び訓練 

ア．養成 

選手の養成について、２０２５年５月に入所した第１２９回選手候補生(男子)、第１３０回選

手候補生(女子)に対する訓練は、ナショナルチームのトレーニング理論や、現役選手で良好

な成績を上げている者の在所時の訓練データを活用した養成カリキュラムをベースとし、ＪＫ

Ａ２５０競走路等で行ったほか、習得した走行技術により、先行を主体とした全戦法技術習

得のための競走訓練の実施や自転車実技、自転車の整備技術、体育及び学科の授業を実

施し、優秀な者においてはナショナルチームの外国人コーチによるトレーニングプログラムに

参加させ、２０２６年３月に第１２９回選手候補生７０名、第１３０回選手候補生２０名が卒業し

た。 

全３回の卒業認定記録会において、第１２９回選手候補生２５名、第１３０回選手候補生４

名がゴールデンキャップを獲得するという成果を上げたほか、競争意識と向上心を高めるこ

とを目的として２０１８年度に新設した報奨金制度により、第１２９回選手候補生５７名、第１３

０回選手候補生１５名に対し報奨金を授与した。 

 

イ．訓練 

登録を更新する選手を対象に、競輪の公正確保、競技秩序の維持等による社会的地位

の向上を図るため、「自転車競走競技規則」の遵守、アンチ・ドーピングの啓発、過去の事例

を踏まえた生活全般におけるモラルの向上及び反社会的勢力との交際の未然防止等のコ

ンプライアンス強化並びにＳＮＳを利用した情報発信についての注意喚起等の教育指導を

行った。 

また、競輪ルーキーシリーズ２０２５において失格又は重大走行注意の判定を受けた５１名

の選手を対象に、受講選手が違反の対象となったレース、あっせんをしない処置事例及び

大量落車事例の映像を用いて「自転車競走競技規則」の遵守、競輪の公正安全及び秩序

維持について教育指導を行った。 

２５０競走への参加希望者に対しては、２５０競走の概要及び競技規則の講習並びに２５

０メートル競走路での走行能力の確認を行うための講習会を実施した。 

更に、選手の果たすべき責任と役割、関係諸規則の遵守及び適正走行の維持励行を共

通指導事項とする一般社団法人日本競輪選手会(以下、「日競選」という)が行う技能訓練、

新人教育訓練及び特別指導訓練等の事業に対し助成を行うとともに、第１２６回生(女子)を

対象とした訓練を連携して実施した。 
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ウ．選手候補生募集及び競輪選手志望者の拡大 

第１３１回選手候補生（男子）及び第１３２回選手候補生（女子）の募集にあたっては、職業

としての競輪選手の魅力や、在籍時に優秀な成績を修めた選手候補生を優遇する報奨金

制度の紹介のほか、在籍選手候補生の日々の生活の様子や記録等を伝えるＷＥＢコンテン

ツとして、ＪＩＫホームページやＳＮＳを定期的に更新した。また、入所希望者やその家族を対

象に、初めてオープンキャンパスを実施し、７６名が参加した。 

適性入所試験科目を体験できる「ＪＩＫトレーニングキャンプ」を２０２５年７月に熊本競輪場

で実施し、２５名の参加者に競輪選手という職業の紹介についても併せて行った。 

第１３１回選手候補生及び第１３２回選手候補生への一般試験は、２０２５年１０月に１次

試験、１１月及び１２月に２次試験を実施した。 

第１３１回選手候補生（男子）及び第１３２回選手候補生（女子）の募集について、一般試

験は２０２５年６月２日から８月２１日まで、特別選抜試験は２０２５年６月２日から２０２６年３

月９日まで応募受付を行ったところ、第１３１回選手候補生については前回比１０８．８％の４

１９名の応募があった。第１３２回選手候補生については前回比１０６．７％の６４名の応募が

あった。なお、第１３１回及び第１３２回選手候補生の特別選抜試験への応募はなかった。 

また、セカンドキャリアとしての職業紹介やＪＩＫの紹介の一環として、高校や大学等におい

て、ブース出展や説明会を実施した。 

 

（６）事故防止と公正確保  

競走において落車を伴う失格行為等があった選手及び違反点数の累積が一定の基準に達

した選手に対し、「競輪選手出場あっせんをしない処置委員会」において審査を行い、あっせん

をしない処置(２０２５年度適用・７２件)を講じた。 

また、「選手出場あっせん規制委員会」において不適正な競走を行った選手(２０２５年度適

用・１４件)及び競走外で不適正な行為のあった選手(２０２５年度適用・７件)に対して、あっせん

停止の措置を講じるとともに、公正確保の観点から、コンプライアンスチェックを全選手に対し

て２回実施した。 

 

（７）各種感染症への対応と対策  

専門家等の助言に基づき、ブレスコントロールエリアの廃止にあたってもアドバイスを反映さ

せるなど、安全な開催運営に向けた適切な対策を実施した。 

 

（８）選手の身体検査  

登録選手の身体検査については、２０２５年度身体検査を全登録選手対象に、２０２６年１月

から３月に実施した。 

また、身体検査実施方法等について検討を行うため、中央判定医師会議を開催した。 

 

（９）ドーピング・コントロールへの取組  

競輪に出場する選手の薬害からの保護及び競走の公正安全を期することを目的として設置

されたドーピング・コントロール実施委員会のもと、世界アンチ・ドーピング機構(ＷＡＤＡ)が定め

る禁止表国際基準に基づくドーピング検査を実施するとともに、治療目的使用に係る除外措置

(ＴＵＥ)申請への対応及び登録選手訓練における啓発活動並びに関連資料の配布による周知

を行った。 

その他、アンチ・ドーピングに関する啓発活動として、メールで全選手に対してドーピング防

止に関する留意点の通知を行った。また、全国競輪場内の管理エリアにおけるアンチ・ドーピ

ング周知啓発ＶＴＲ上映及び啓発ポスター掲示を行った。 

また、２０２５年度におけるドーピング検査は、ＧⅡ以上の全ての特別競輪等で実施し、ドー

ピング違反と認定された選手が競輪競走に復帰するにあたり、禁止物質が体内に残留してい

ないことを確認した上で競走に参加させるため、新たに「復帰前ドーピング検査」の制度を設け
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ることで対策を強化した。さらに、成績上位選手から下位選手まで幅広く検査対象とすることに

より、全選手及び競輪界全体へのアンチ・ドーピングに対する意識向上を図ることとした。 

なお、ＪＡＤＡ加盟による影響（競走成績のはく奪と、成績はく奪に伴う取り扱い〈級班審査、

代謝や車券の取り扱い〉、選手の出場停止期間の著しい長期化）を考慮し、ＪＡＤＡへの加盟に

ついては今後も継続して検討していくこととし、引き続きＪＡＤＡの検査マニュアル等に準拠した

形でドーピング検査を実施することとした。 

 

（１０）選手共済制度に対する助成  

選手共済制度の円滑な実施を図るため、必要な助成を行った。 

 

（１１）競輪場、専用場外車券売場の施設に係る業務  

「競輪に係る業務の方法に関する規程」(以下、「競輪業務規程」という)第１５２条に基づき、

定期調査及び特別調査(特別競輪等の開催場に対して実施)を行った。 

また、所轄経済産業局からの要請を受けて、施設の設置及び改修について施設関係法令

及び通達との適合状況について確認するとともに、所轄経済産業局が行う検査に協力した。 

新規場外車券売場の設置については、所轄経済産業局が行う設置許可に係る手続への協

力、設置者への助言及び関係機関との調整支援を行った。(２０２６年３月３１日現在、場外車

券売場数は７０か所)。 

 

４．交付金の還付  

「自転車競技法」第１７条に基づく、競輪施行者に対する交付金の還付はなかった。 

 

５．その他競輪に関する事業 

伊豆事業所整備計画に基づき、「次世代型総合トレーニングセンター(仮称)」の建設工事を計

画通り進めた。 

 

第３部 小型自動車競走運営支援事業 

１．オートレースの振興及び効率的な実施のための施策の調査研究、企画立案並びに総合調

整等 

（１）お客様の満足度を向上させ利用拡大を図るための施策 

①お客様のライフスタイルに合わせた開催の実施協力及び調査研究等 

お客様のニーズを踏まえ、お客様が１日を通してオートレースの車券購入を楽しめるよう、

以下の取組を行った。 

・２０２５年度の開催日程については、オーバーミッドナイト競走の開催日数を５８日から７１日

に増加させ、お客様の購入機会拡大を図った。 

・ミッドナイト競走の最終レースの発走時刻の後ろ倒しを継続し、発売時間の拡大を図った。 

・スーパースターガールズ王座決定戦への出場をかけたトライアル戦を６回実施した。 

・川口オートレース場において１日２開催(１日２０レース)となる川口ダブルヘッダー開催の実

施にあたり、あっせん等の調整を行い、実施に協力した。 

 

②オートレース施行者との連携強化 

オートレース施行者との情報・意見交換を密にし、オートレース事業活性化のための施行

者要望を反映したオーバーミッドナイト競走による開催時間拡大等の企画立案を行った。 

また、シンクタンク機能の強化の一環として、オートレース場の活性化や新規のお客様獲

得等のためのお客様アンケート結果やＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰ訪問者の購買動向の分析結果に

基づき、オートレース施行者の行う来場促進策等に関して、各場の特性に合わせたサポート

を行った。 
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③民間事業者等との連携強化  

民間ポータルサイト事業者が提供する年代別売上データを活用し、お客様の購買行動の

調査研究を実施した。 

また、民間ポータルサイト事業者、専用場外車券売場設置者とオートレースの認知拡大及

び売上向上策について意見交換を行い、連携を図った。 

 

④インターネット投票の拡大 

インターネット投票の拡大に向け、インターネット投票による発売比率の高いオーバーミッド

ナイト競走、ミッドナイト競走、川口ナイトレース、伊勢崎アフター５ナイター及び浜松アーリー

レースにおいて、オートレースオフィシャルサイトＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰ会員を対象とした各種キ

ャンペーンの実施サポートを行った。 

また、ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰでの車券発売について、ＰＲを含む販売促進策をサポートした。 

 

（２）オートレース活性化のための調査研究 

①お客様のニーズ調査 

車券発売等におけるお客様のニーズを理解し、各種施策の立案に活用するため、２０２４

年度に引き続き、インターネット調査にて顧客の嗜好や購買動向の調査を行い、ＡＵＴＯＲＡＣ

Ｅ．ＪＰと民間サイトの違いや、各サイトごとの特徴について調査し、次年度以降の施策検討

に活用した。 

 

②社会状況の変化に対応する調査研究 

社会状況が変化し、インターネット売上が中心を占めるようになった現状を踏まえ、ファンの

本場来場経験、購買動向、趣向を調査した。また、将来の見通しを立て、中長期の事業戦略

策定に向け、オートレース及び他公営競技等の市場環境、顧客属性、購買行動及び顧客ニ

ーズについて把握する事を目的として、ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰ、民間サイト、他公営競技購買者

等を対象にオートレース顧客調査及び他公営競技顧客調査を実施し、次年度以降の施策検

討に活用した。 

 

③今後のオートレース中継の実施方法に関する調査研究 

車載カメラを用いた選手視点でのレース映像配信に関する調査研究を実施し、小型アクシ

ョンカメラや軽量化した専用車番等関連機材を用いて、施行者が運用する動画サイトにてオ

ンデマンド配信を行った。 

 

④ＡＳＣシステムの改良 

ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰにおける表示機能の追加やサイト内配置の最適化などについて、一般

財団法人オートレース振興協会（以下、「オ振協」という）に対しアクセス解析を踏まえた意見

交換を実施し、利便性向上や利用者拡大に向けたサポートを行った。 

 

⑤競走車の改善研究等 

競走車部品の改良については、対破断性の向上及び不要箇所の削減等による形状見直

しを目的として、エンジンアンダーガードのプレート（板）を現行のＡＢＳ製からカイダック製に

変更することについて、オ振協に対して使用承認を行った。 

 

２．オートレースに関する広報宣伝 

（１）お客様の満足度を向上させ利用拡大を図るための施策 

①効果的かつ効率的な広報事業の展開 

各オートレース場のレース映像を、場間場外発売実施場のほか、ＣＳ放送、ＡＵＴＯＲＡＣＥ．

ＪＰ及び動画サイト等に配信した。 

また、オートレースグランプリ優勝戦及びスーパースター王座決定戦をＢＳテレビ局及び地



22 

上波Ｕ局において放送した。 

オートレース選手を活用したプロモーション施策として、オートレースの魅力を訴求する番

組を制作し、地上波テレビ局において放送を実施するとともに、動画サイトにおいて当該番組

を配信した。 

ＳＧ開催期間中における選手動画の配信及びＷＥＢ・ＳＮＳを通じたレース情報の発信を行

い、話題性の向上及び魅力の訴求を図った。動画投稿サイトにおいてはチャンネル登録者数

が１８．１万人となり、新人選手のインタビュー動画や女子選手のトーク動画などの制作・配信

を行った。 

ＣＭについては、２０２４年度に制作した、「選手目線」篇、「観客目線」篇をＪＫＡ提供番組に

使用し放送した。 

ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰサイト内において公式ファンクラブ会員限定記事の配信を実施し、会員

サービスの充実及び新規会員の獲得促進を支援した。 

モータースポーツとしてのオートレースを体感できるサービスとして、オートレースＶＲマシン

を活用したイベントを、７月と８月に実施し、イベント参加者数は延べ１５７人であった。 

補助事業ＰＲについては、オートレース場、専用場外車券売場においてオートレース選手を

起用した補助事業交付式を実施し、その内容を地元メディアに取り上げてもらう等のプロモー

ション活動を実施したほか、補助事業を紹介するパネルをＳＧレースの開催にあわせ開催場

近隣の商業施設内に掲示することにより、来場者に対して本財団が行う社会貢献活動をＰＲ

した。 

 

②オートレース施行者、民間事業者等との連携強化 

中期基本方針に基づき、下記のとおりオートレース施行者や民間事業者等とイベント等を

実施した。 

専用場外車券売場については、利用されるお客様をオートレース施行者協力のもと本場へ

招待するサービスを２回実施したほか、オートレース選手によるトークイベントを１３か所で実

施した。また、２６場をオンラインで接続したＷＥＢ解説会をグレードレースで計２６節実施した。 

また、モータースポーツイベントの一環としてサーキット会場等におけるブース出展や、各

オートレース場において親子バイク教室を実施した。 

ＳＧレース等の開催においてはオートレース施行者が行う報道への協力として、公正かつ

安全な開催運営等に留意しつつ報道機関との連携を密にし、広報資料の提供等に関する事

務を行った。 

更に「オートレース情報システム委員会」において、ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰ投票におけるプロモ

ーションを引き続き実施することが決定したことを受けて、オ振協と連携を図りながらＡＵＴＯＲ

ＡＣＥ．ＪＰ投票の新規会員の獲得を目指すセールスプロモーションを実施したほか、ＡＵＴＯＲ

ＡＣＥ．ＪＰ投票において発売された新重勝式車券やＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰキャッシュレスシステ

ムに関するＰＲ活動をオ振協や設置施行者に協力し実施した。 

 

③ギャンブル等依存症対策 

ギャンブル等依存症対策について、２０２５年５月のギャンブル等依存症問題啓発週間で

は、オートレース公式投票サイト(ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰ)及びＪＫＡ公式サイトにおいてギャンブル

等依存症問題啓発週間の周知に関するバナーを掲載したほか、東京駅にてデジタルサイネ

ージを用いた依存症問題啓発ポスターの掲示や、全オートレース場及び専用場外車券売場

にて、依存症問題啓発用オリジナルデザインのグッズを配布した。 

また、２０２４年３月の「ギャンブル等依存症対策推進会議」において決定された、各投票サ

イトのログイン画面に流れる文字(ティッカー)及びギャンブル等依存症に関するページとリンク

させた固定文字を、引き続きオートレース公式投票サイト(ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰ)に掲載した。 

加えて、２０２６年１月の「ギャンブル等依存症対策推進会議」において改訂されたオートレ

ース広告・宣伝指針をオートレース公式投票サイト(ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰ)に掲載した。 

その他、オートレース場及び専用場外車券売場に対する実地調査に併せて、ギャンブル等
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依存症対策状況について確認を行った。 

 

④インターネット投票の利便性向上による利用者拡大 

インターネット投票の利便性向上のため、ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰサイトにＡＩによる前日予想機

能追加、レース情報の拡充などの支援を行った。 

 

⑤新規のお客様の獲得とファンサービスの実施 

ＡＵＴＯＲＡＣＥ．ＪＰのサイト内におけるお客様遷移分析に基づくサイト改善の支援を行っ

た。また、新規のお客様獲得や離脱回避を図るため、民間ポータルサイト事業者と連携し、Ｓ

Ｇレースの優勝戦でのパブリックビューイングイベント等を行った。 

 

⑥選手の表彰 

ア．特別表彰 

表彰選手の選考については、「表彰選手選考要領」に基づき表彰選手選考委員会におい

て、次のとおり表彰選手を決定した。表彰は関係者及びお客様にご列席いただき２０２６年３

月１３日に都内のホテルで行った。 

 

賞 名 選手名 ロッカー所在場 

最優秀選手賞 青山 周平 伊勢崎 

優秀選手賞 

鈴木 圭一郎 浜 松 

黒川 京介 川 口 

佐藤 励 川 口 

最優秀新人選手賞 竹尾 竜星 飯 塚 

優秀新人選手賞 植村 愛悠斗 山 陽 

特別賞 

(年間勝利記録、全ＳＧ

優勝、ＳＧ完全優勝) 

黒川 京介 川 口 

鈴木 圭一郎 浜 松 

青山 周平 伊勢崎 

佐藤 励 川 口 

特別賞 

平尾昌晃賞 
福岡 鷹 飯 塚 

 

イ．通算成績による表彰 

・１０００勝達成選手 

選手名 
ロッカー 

所在場 
達成日 

有吉 辰也 飯 塚 
２０２５年３月２８日 

浜松オートレース場 

若井 友和 川 口 
２０２５年８月２６日 

飯塚オートレース場 

青山 周平 伊勢崎 
２０２５年１０月２０日 

伊勢崎オートレース場 
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・７００勝達成選手 

選手名 
ロッカー 

所在場 
達成日 

丹村 飛竜 山 陽 
２０２５年５月２２日 

山陽オートレース場 

池浦 一博 山 陽 
２０２５年５月２４日 

川口オートレース場 

新井 淳 伊勢崎 
２０２５年１２月１５日 

伊勢崎オートレース場 

 

・５００勝達成選手 

選手名 
ロッカー 

所在場 
達成日 

中野 憲人 川 口 
２０２５年１月２２日 

川口オートレース場 

岩見 貴史 飯 塚 
２０２５年４月１０日 

山陽オートレース場 

淺田 真吾 浜 松 
２０２５年５月２５日 

浜松オートレース場 

竹本 修 伊勢崎 
２０２５年１１月１４日 

川口オートレース場 

 

ウ．一般表彰 

・１０連勝賞 

選手名 
ロッカー 

所在場 
達成日 

青山 周平 伊勢崎 

２０２５年２月２２日 

（１２連勝） 

山陽オートレース場 

黒川 京介 川 口 

２０２５年３月５日 

（１０連勝） 

川口オートレース場 

青山 周平 伊勢崎 

２０２５年１０月３０日 

（１０連勝） 

飯塚オートレース場 

 

・フェアプレイ賞 

選手名 
ロッカー 

所在場 

中村 雅人 川 口 

長田 稚也 飯 塚 

佐藤 摩弥 川 口 

永井 大介 川 口 
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浅倉 樹良 伊勢崎 

木村 武之 浜 松 

佐々木 啓 山 陽 

西村 龍太郎 山 陽 

岩﨑 亮一 山 陽 

人見 剛志 山 陽 

中村 杏亮 飯 塚 

岩沼 靖郎 伊勢崎 

水本 竜二 飯 塚 

山下 知秀 山 陽 

澁澤 憲司 伊勢崎 

笠木 美孝 浜 松 

 

・２０年選手賞 

該当者なし 

 

３．オートレースの公正かつ円滑な実施に資する事業  

（１）審判員及び選手の検定及び登録並びに競走車の登録 

①審判員の登録 

審判員資格検定(身体検査、技能検定、学力検定及び人物検定)については、審判員資格

検定の申請があった２５名に対し、審判員資格検定を実施し、合格した２５名を審判員として

登録した。 

登録更新(３年更新)については、登録有効期間が満了する審判員５２名のうち、登録更新

の申請があった４０名に対して登録更新検定を実施し、合格した４０名の登録を更新した。 

登録の消除については、登録消除申請があった２名及び登録更新申請を行わなかった１２

名の登録を消除した。 

(２０２６年３月３１日現在の登録審判員数２５９名) 

 

②選手の登録 

資格検定に合格した１４名(第３８期１名、第３９期１３名)を登録した。 

登録更新については、登録有効期間が満了する選手２０５名から登録更新の申請があり、

全員の登録を更新した。 

登録の消除については、登録消除申請があった４名を含む計７名の登録を消除した。 

(２０２６年３月３１日現在の登録選手数 ４２６名) 

 

③競走車の登録 

登録については、所有者である選手から競走車登録検査の申請があった１２０台に対して

登録検査を実施し、合格した１２０台を登録した。 

登録更新については、登録有効期間が満了する４０４台のうち、所有者である選手から登



26 

録更新の申請があった３１８台に対して競走車登録更新検査を実施し、合格した車の３１８台

の登録を更新し、８６台が不更新となった。 

登録消除については、消除申請のあった７２台及び所有者である選手の登録消除に伴う３

０台の計１０２台の登録を消除した。 

(２０２６年３月３１日現在の登録競走車数１，３２８台のうち１級車１，２４０台、２級車８８台) 

 

（２）競走車の部品の認定 

競走車対策専門委員会を開催し、競走車部品エンジンアンダーガードに係る開発及び使用

承認申請について審議を行い、競走での使用を承認した。 

 

（３）オートレースの実施方法を定めることに関する事業 

小型自動車競走開催業務及び小型自動車競走の統一的な運営等を図るため、番組担当者

会議を２回、審判長会議を１回、公正かつ安全なレース運営に資するための調査研究を行い、

開催現場の実情把握を行うとともに、番組担当者、審判長間の諸課題に対する意見交換を行

った。 

 

（４）選手の出場あっせん及び級別の決定 

①選手の出場あっせん 

「選手出場あっせん調整基準」に基づき、各選手の級別稼働日数を勘案し、出場あっせん

を行った。なお、ミッドナイト開催等(伊勢崎アフター５ナイター・川口ナイトレース・浜松アーリ

ーレースを含む)については、「ミッドナイト競走の選手出場あっせん等に関する適用基準」に

基づき選手あっせんを行った。 

 

②選手の級別の決定 

「選手出場あっせん調整基準」に基づき、期別変更期(６か月間)ごとに競走成績を審査し

て、選手の級別を決定した。 

 

（５）審判員及び選手の養成及び訓練等 

①審判員の養成及び訓練等 

ア．養成 

審判員養成については、新たに審判員の資格を取得しようとする２５名に対し、審判業務

に必要な関係諸法規、審判実務等基本的事項を重点に養成を行った。 

 

イ．訓練 

訓練テキスト配布方式での審判員地方訓練を行い、関係法規等の習熟、ＳＮＳ利用方

法、コンプライアンスの遵守への注意喚起を行ったほか、登録審判員を対象に、オートレー

ス選手養成所(以下、「ＪＩＡ」という。)において、手旗による発走合図の訓練を実施し、審判員

として必要な技術向上を図った。 

 

ウ．審判員の交流及び審判判定研修 

ＳＧ開催において、開催場以外の審判長を派遣し、審判の執務体制強化を図った。 

また、審判実務の向上を主眼として、審判実務担当者を対象に判定研修(ＶＴＲ判定演習)

を実施し、お客様からの信頼向上のため、各支部審判の連携強化を図り、迅速かつ的確な

判定が行われる体制を構築し、全場の判定統一へ繋げた。 

 

②選手の養成及び訓練  

ア．養成 

２０２５年４月より、第３９期選手候補生２０名(男子１６名、女子４名)の養成訓練を開始し

た。 
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また、オートレース選手養成所規則に則り、オートレース選手候補生としての自覚と誇りを

持たせるように指導したほか、学識経験者や著名プロスポーツ選手等による教育指導を行

い選手候補生の意識向上を図るとともに、精神修養及びメンタルヘルスケアを行う等、プロ

スポーツ選手として素養を高める教育を通じて人格形成を図った。 

訓練においては、走行訓練映像システムやＧＰＳデジタルロガーを活用することで候補生

に客観的な走行データを示すことが可能となり、より効果的にコース選定、乗車フォームの

指導を行った。 

自己都合による退所者７名の選手候補生を除いた１３名(男子９名、女子４名)が選手資格

検定のうち身体、学力、技能(走行、整備)試験を１１月に受験し、合格基準に達した１３名が

１１月下旬から２０２６年１月までの実地訓練に参加した。実地訓練修了後、選手資格検定

(人物試験)を実施し、合格した１３名について２０２６年１月８日に卒業、選手登録を行った。 

なお、第３８期選手候補生として入所し、傷病により休所していた１名については、４月に

選手資格検定のうち身体、学力、技能(走行、整備)試験を受験した。その後、５月上旬より実

地訓練に参加し、当該訓練修了後、選手資格検定(人物試験)に合格したことから、同年５月

２８日に選手登録を行った。 

また、養成期間中は感染症予防に必要な措置を講じ、候補生の健康管理及び養成訓練

の円滑な実施に努めた。 

 

イ．訓練 

登録選手のうち一般社団法人全日本オートレース選手会の支部役員を対象に公営競技

選手としての自覚並びに社会人としての教養を高め、指導者としての素養の向上を主眼とし

て、選手指導者中央訓練を１回実施した。 

 

ウ．選手候補生募集及びオートレース選手志望者の拡大 

オートレース選手として有望な人材の確保に資するとともに、応募者数の増加を図るた

め、第４０期選手募集にあたって、６月１日に公示を行い、「養成訓練費用の無償化」を広く

周知するとともに、オートレース選手が職業として広く認知されること目的として、ＡＵＴＯＲＡ

ＣＥ．ＪＰやＪＩＡ公式ＳＮＳの活用、若年層をターゲットにしたＷＥＢ動画広告など様々なツー

ルや手法を用いて選手候補生の募集に係る周知を行うとともに、受験生向けの入試説明会

を、全オートレース場及びオンラインで実施した。 

これらの取組の結果、入所試験の応募者数については、３９７名(前回比１１５％)と増加し

た（内訳：男子一般３５５名、男子特例４名、女子３８名)。 

応募者に対して第一次試験を１０月５日に全国４会場(東京、浜松、大阪、福岡)で、第二

次試験を１１月から１２月にかけてＪＩＡで実施し、合格者１９名(内訳：男子１５名、女子４名)を

決定した。 

 

（６）事故防止と公正確保 

各種訓練・研修を通じ、競走の公正安全かつ円滑な実施及び事故防止の徹底を図ったが、

競走中の重大事故の発生を受けて、事故再発防止検討部会において検討を行い、事故の再

発防止に向けた取り組み方針を定め業界一丸となって安全対策を進めることを確認した。 

また、公正確保の観点から必要な調査及び情報収集を行うとともに、関係団体・他公営競技

団体と公正確保に関する意見交換を行った。 

なお、競走外において、不適切な行為があった選手に対し、選手あっせん規制委員会にお

いて、あっせん停止の措置を講じたほか、登録選手に対しメール配信によるコンプライアンス

チェックで注意喚起を行った。 

さらに、各オートレース場の調査員を通じて公正連絡関係の情報交換を行うとともに、オート

レース担当調査員会議及び専門調査員合同(競輪・オートレース)全体会議を開催し、公正確

保に関する意見交換を行った。 
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（７）各種感染症への対応と対策 

公正かつ安全な開催を行うため、コロナ禍で得た感染症対策の知見を活かし、感染症の感

染拡大防止に対し適切な対策を講じた。 

 

（８）選手の身体検査  

登録選手の身体検査については、全登録選手を対象に、２０２５年７月２日から２０２６年１月

２８日の期間において実施した。 

 

（９）選手共済制度に対する助成 

選手共済制度の円滑な実施を図るため、必要な助成を行った。 

 

（１０）小型自動車競走場、専用場外車券売場の施設に係る業務 

「小型自動車競走に係る業務の方法に関する規程」第１２６条に基づき、定期調査(原則３年

に一度定期的に実施)を行った。 

また、所轄経済産業局からの要請を受けて、施設の設置及び改修について施設関係法令

及び通達との適合状況について確認するとともに、所轄経済産業局が行う確認調査に協力し

た。 

新規場外車券売場の設置については、所轄経済産業局が行う設置許可に係る手続への協

力、設置者への助言及び関係機関との調整支援を行った(２０２６年３月３１日現在、場外車券

売場数３８か所)。 

 

４．交付金の還付 

「小型自動車競走法」第２１条に基づく、オートレース施行者に対する交付金の還付はなかっ

た。 

 

５．その他オートレースに関する事業 

ＪＩＡの施設において、外部希望者の実施するイベントや講習会実施のため、オートレース選

手養成所施設利用細則に基づいて利用に供した。また、本財団の各種研修を実施した。 

なお、上記以外のオートレースに関する業務についても、必要に応じて適宜行った。 

 

第４部 自転車競技法に基づく競輪の競技実施事業 

１．競輪競技運営事業 

（１）競輪の競技の実施に関する事務及び執務の方針 

競輪施行者から一括委託された事務「競輪に出場する選手及び競輪に使用する自転車の

競走前の検査、競輪の審判その他競輪の競技に関する事務」を、事業計画で定めた執務の方

針に基づき公正かつ安全に実施した。 

 

（２）競輪の公正を確保するために必要な附帯業務 

①職員の研修等 

ア．競輪審判員研修会 

「競輪業務規程」第４４条の規定に基づき競輪審判員訓練(「競輪業務規程」第２２条第６

号の規定に基づく審判員の研修を含む)を実施した。 

 

イ．審判長特別研修、審判長交流研修 

審判業務の更なる向上に資するため、各特別競輪等の開催前に、当該特別競輪等の正

副審判長及び各地区審判長主査を対象とした特別競輪等審判長特別研修及び全国の審判

長を対象とした審判長交流研修を実施した。 
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ウ．副審判長研修会 

副審判長を対象として、相互の意思疎通を図り、次期審判長の心構えを養うとともに、共

通の審判理念に基づく統一的な審判判定を保持することを目的とした副審判長研修会を実

施した。 

 

②業務の連絡調整及び改善研究 

本財団の競技実施業務の円滑、適正な実施、業務の改善研究及び各部門間の連絡調整

等を図るために業務連絡会議を開催した。 

・番組編成、検車、選手管理及び審判の相互連携のもと、競輪競技運営業務の適正、円滑か

つ統一的な実施及び事故の未然防止のため、競輪競技統括部及び競輪競技部による業務

担当者会議を開催した。 

・審判業務については、審判判定の統一を図るため、２０２４年度に引き続き、全ての特別競

輪に審判長団３名を派遣するとともに、開催場の審判長を加えた４名体制で執務した。また、

全ＧⅢ開催について、審判長団の１名を派遣して審判業務全般について指導した。 

・番組編成業務については、特別競輪等開催時における番組編成長特別執務を発展させ、

特別競輪の特色や難易度に合わせて当該場以外の特別競輪実施場番組編成担当者（委員

含む）を執務させ、従来からの目的であるマンネリ防止に加え、特殊かつ不慣れな概定番組

によるミス防止、若手担当者の経験値増加に寄与することにより、それぞれの特別競輪実施

の際により興趣ある番組の提供を行った。 

また、各地区の番組編成長代表者による番組編成部会を実施し、業務の連絡調整を行う

とともに、番組編成に係る諸課題の対応策について検討、確認した。 

・選手管理業務については、各地区の選手管理長代表者による選手管理部会を実施し、業

務の連絡調整を行うとともに、選手管理部門における諸課題の対応策について検討、確認し

た。 

・検車業務については、各地区の検車長代表者による検車部会を実施し、業務の連絡調整を

行うとともに、検車部門に係る諸課題の対応策について検討、確認した。 

 

③競輪選手に関する業務及び競輪選手に対する指導 

ア．連絡会議 

日競選との意思の疎通を図り、相互理解のもとにおける協力体制を確保するために連絡

会議等を開催した。 

 

イ．講師の派遣 

例年、日競選が競輪選手に対して行う、競輪選手としての資質、技能の向上、健康管理

及び適正な選手生活のあり方等の指導、教育を目的とした研修等へ講師を派遣していた

が、結果として２０２５年度は日競選からの派遣要請がなかった。 

 

④各種感染症への対応と対策  

２０２４年１０月より、競技実施法人として制定した「競輪開催における５月８日以降の選手

対応について」は、新型コロナウイルス感染症対策本部の決定である「２０２３年５月８日以降

の対応について」を遵守しつつ、継続が必要な項目を整理した上で廃止し、各競輪場の状況

に応じた対応を実施することと定め、２０２５年度も引き続き各競輪場の状況に応じて各種感

染症の感染拡大防止対策を講じた。 

 

２．競輪開催関連事業 

（１）車券発売等業務  

２０２５年度は本業務について競輪施行者からの委託がなく実施しなかった。 
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（２）競輪開催宣伝業務  

２０２５年度は本業務について競輪施行者からの委託がなく実施しなかった。 

 

（３）競輪場等場内整理業務  

競輪施行者から委託された入場者の整理その他競輪場内の整理に関する事務を法令及び

規程等に基づき適正に実施した。 

競輪場内の警備を委託された競輪場においては、所轄の警察署その他の関係機関と緊密

な連携を保ち、不法及び迷惑行為の防止並びに暴力団の入場禁止及び退場措置等を講じて

競輪場内の秩序維持と競走の安全を確保した。 

さらに、競輪場内の警備業務に関する研修等を実施した。 

 

（４）前各号以外の競輪事業に附帯する業務  

競輪事業の経営の効率化に寄与するために競輪施行者が行う開催事務の支援を行うととも

に、競輪施行者から競輪開催に附帯する競輪場等における事務を受託し、適正かつ円滑に実

施した。 

なお、２０２５年度における(１)から(４)までに掲げる事務の競輪場別・競輪施行者別・受託業

務は別表のとおりであった。 

 

（５）競輪関係団体等が行う競輪関係事業への支援業務  

以下に掲げる競輪関係団体等から要請を受け、競輪事業に必要な事務を適正に実施した。 

 

①公益社団法人全国競輪施行者協議会 

競輪開催に伴う競輪選手参加旅費の支払事務代行業務、選手拠点駅及び選手最寄駅に

関する登録等管理事務の代行業務を行った。 

 

②一般財団法人全国競輪選手共済会  

競輪開催において発生した選手の傷病等の災害補償等に関する事務を行った。 

 

③日競選  

各競輪場における選手の日競選会費の徴収及び送金に関する事務を行った。 

 

④競輪施行者が行う報道への協力  

報道機関との連携を密にし、競技情報の提供等、競輪開催の広報に関する事務を行った。 

 

別表（「自転車競技法」に基づく競輪事業） 

 

競輪場 
開催 

回数 
競輪施行者名 

施行者 

開催 

回数 

競輪競技 

運営事業 

競輪開催事業 

車券発売等 

事業 

競輪開催 

宣伝事業 

競輪場等 

整理事業 

その他の 

競輪附帯事業 

函 館 11 函 館 市 11 一括受託     

青 森 13 青 森 市 13 一括受託     

い わ き 平 15 

い わ き 市 13 一括受託   一部受託  

函 館 市 1 一括受託     

青 森 市 1 一括受託     
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競輪場 
開催 

回数 
競輪施行者名 

施行者 

開催 

回数 

競輪競技 

運営事業 

競輪開催事業 

車券発売等 

事業 

競輪開催 

宣伝事業 

競輪場等 

整理事業 

その他の 

競輪附帯事業 

弥 彦 11 弥 彦 村 11 一括受託     

前 橋 13 

前 橋 市 11 一括受託     

立 川 市 2 一括受託     

取 手 13 

茨 城 県 11 一括受託     

取 手 市 2 一括受託     

宇 都 宮 14 宇 都 宮 市 14 一括受託     

大 宮 10 埼 玉 県 10 一括受託     

西 武 園 13 埼 玉 県 13 一括受託     

京 王 閣 12 
東京都十一市 

競輪事業組合 
12 一括受託   一部受託  

立 川 9 立 川 市 9 一括受託   一部受託 一部受託 

松 戸 13 松 戸 市 13 一括受託     

千 葉 6 千 葉 市 6 -     

川 崎 13 

川 崎 市 11 一括受託     

小 田 原 市 2 一括受託     

平 塚 12 平 塚 市 12 一括受託     

小 田 原 11 小 田 原 市 11 一括受託     

伊 東 温 泉 12 伊 東 市 12 一括受託     

静 岡 12 静 岡 市 12 一括受託     

名 古 屋 12 
名 古 屋 

競 輪 組 合 
12 一括受託     

岐 阜 13 岐 阜 市 13 一括受託     

大 垣 13 

大 垣 市 11 一括受託     

福 井 市 2 一括受託     

豊 橋 14 豊 橋 市 14 一括受託     

富 山 12 富 山 市 12 一括受託     

松 阪 13 

松 阪 市 11 一括受託     

富 山 市 2 一括受託     
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競輪場 
開催 

回数 
競輪施行者名 

施行者 

開催 

回数 

競輪競技 

運営事業 

競輪開催事業 

車券発売等 

事業 

競輪開催 

宣伝事業 

競輪場等 

整理事業 

その他の 

競輪附帯事業 

四 日 市 12 四 日 市 市 12 一括受託     

福 井 10 福 井 市 10 一括受託   一部受託  

奈 良 21 

奈 良 県 11 一括受託   一部受託  

京 都 府 6 一括受託   一部受託  

和 歌 山 県 4 一括受託   一部受託  

京都 

向 日 町 
0 京 都 府 0 -   一部受託  

和 歌 山 5 和 歌 山 県 5 一括受託   一部受託  

岸 和 田 24 

岸 和 田 市 12 一括受託   一部受託  

京 都 府 7 一括受託   一部受託  

和 歌 山 県 5 一括受託   一部受託  

玉 野 21 

玉 野 市 11 一括受託     

広 島 市 2 一括受託     

松 山 市 8 一括受託     

広 島 8 広 島 市 8 一括受託     

防 府 12 防 府 市 12 一括受託     

高 松  4 高 松 市 4 一括受託     

小 松 島 17 
小 松 島 市 12 一括受託     

高 松 市 5 一括受託     

高 知 17 
高 知 市 14 一括受託     

高 松 市 3 一括受託     

松 山 2 松 山 市 2 一括受託     

小 倉 18 

北 九 州 市 14 一括受託     

広 島 市 2 一括受託     

防 府 市 2 一括受託     

久 留 米  11 久 留 米 市 11 一括受託     

武 雄 12 武 雄 市 12 一括受託     
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競輪場 
開催 

回数 
競輪施行者名 

施行者 

開催 

回数 

競輪競技 

運営事業 

競輪開催事業 

車券発売等 

事業 

競輪開催 

宣伝事業 

競輪場等 

整理事業 

その他の 

競輪附帯事業 

佐 世 保 11 佐 世 保 市 11 一括受託     

別 府 19 別 府 市 19 一括受託    一部受託 

熊 本 15 熊 本 市 15 一括受託    一部受託 

合 計 529  529  

 

第５部 競輪の公正かつ安全な開催運営及び発展に貢献する車両情報システムの安定かつ安

全な運用管理及び開発事業 

１．次期車両情報システムの検討  

次期車両情報システム(以下、「２０２８ＶＩＳ」という。)構築プロジェクトを関係団体と連携し、２

０２８ＶＩＳシステム化計画書に則り、開発事業者とともに２０２８ＶＩＳの主要システムの開発工程

を進めた。 

 

２．車両情報システムの安全な運用管理 

（１）車両情報システムの安定運用 

車両情報システムの安定運用を図るため、障害対応訓練及び計画的なシステム点検を実

施した。 

システム障害発生時においては、ＳＥサポート会社等と協力し、迅速な復旧を図るとともに、

原因究明を行い、改善策に基づく再発防止策を策定した。 

ＧＰ、ＧⅠ及びＧⅡにおける電話投票及びインターネット投票サービスを維持するため、性能

状況監視として、通信制御サーバの負荷状況、スマートフォン等媒体の動作等の確認を実施

した。 

 

（２）車両情報システムの安全確保  

「個人情報保護法」を遵守し、不正アクセスの防止を図るため、車両情報システムへのアク

セス制限等管理を徹底するとともに、機器点検を定期的に実施し、障害の未然防止を行った。 

特にサイバーテロ対策については、世界的な情勢悪化により国内企業へのサイバー攻撃が

表面化した２０２２年３月以降実施しているシステム運用者によるＩＰ(Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｐｒｏｔｏｃｏｌ)ブロ

ック対応の強化を引き続き行った。 

また、拠点業務の円滑な遂行及び障害の未然防止を図るため、拠点運用者に対してＷＥＢ

講習会を実施した。 

 

３．車両情報システムの調査研究  

車両情報システムの構築に向け、現行業務の課題抽出やデジタル技術の活用等に係る検討

を行った。 

また、車両情報システム構築を行う上で必要な知識を得るために、プロジェクトマネジメントや

クラウドサービス等に関するオンラインセミナーを受講し、システム構築全般に関する情報を収

集した。 

 

４．その他車両情報システムに関する事業  

上記以外の車両情報システムに関する業務についても、必要に応じて適宜対応を行い、円

滑に業務を遂行した。 
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第６部 自転車競技スポ－ツの普及及び振興に関する事業 

１．地域における自転車競技者層の底辺拡大  

自転車競技教室、自転車競技者発掘事業等に対して助成金を交付し、自転車競技者層の底

辺拡大に寄与した。 

 

第７部 本財団の目的を達成するために必要な事業  

１．方針管理及び業務改善 

方針管理・業務改善(ＰＤＣＡ)の実践により、業務の標準化・ＩＴ化等のインフラ整備を引き続き

推進し、継続的な業務改善によって攻めの業務のリソースを確保することを念頭に、本財団の

体質強化を図った。 

 

２．組織機能の強化と事業の効率化 

（１）組織機能の強化  

ＪＫＡの法人事務所としての機能の整理、業務体制の見直しを目的として、組織改正を７月

に行った。 

また、ＩＴを利活用した効率的な業務運営を目指し、組織内の重複部門の合理化を進め、適

正な人員配置を行うとともに、諸規程及び諸制度の統一化を進め、円滑な運用のための制度

を整えた。 

 

（２）経理事務の効率化  

金融機関との取引を効率化するため、資金集中管理サービスを導入し、複数の金融機関の

口座の資金管理を一元化することにより、出納業務量の削減を図った。 

 

（３）人材マネジメント制度の活用  

２０２５年度も引き続き、考課者訓練を実施し、考課の目線合わせを行うことで、精度向上と

適正な運用を行った。 

当該期の考課結果を次期賞与査定に反映させる制度を引き続き実施するとともに、直近の

考課結果を昇格審査の項目として活用した。 

 

（４）人材育成と能力開発の強化 

新たに昇進・昇格等のタイミングを迎えた職員に対し、当該役職・等級に求められる役割意

識を醸成するとともに、役割を果たすための基本的知識・スキルを習得・向上させるための階

層別研修を実施した。 

また、業務遂行上、公益財団法人の制度及び会計等の専門知識を必要とする部門の職員

や、その他、人事労務等の専門知識を必要とする部門の職員などに対し、当該専門知識・スキ

ルを習得・向上させるための外部研修を受講させた。 

 

３．事業の適正化 

（１）監事監査等への協力  

監事の命を受けて、監事が行う業務監査、会計監査及び競輪場監査について、監査業務の

補助を行った。 

また、会計監査人監査計画に基づき実施された会計監査人監査に協力した。 

 

（２）補助事業における補助金の確定後の監査  

補助事業の実施経過及び実施後の管理・運営の状況、法令並びに交付決定の内容及びこ

れに付した条件の遵守状況、所期の事業目的の達成状況についての監査を、７団体８事業に

対し実施した。 
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（３）業務評価   

２０２４年度事業について、事業の実施状況及び実施効果を評価し、その結果を２０２６年度

事業計画に反映した。また、業務の標準化、業務改善の実施状況を評価し、進捗状況に応じ

たフォローを実施することにより、ＰＤＣＡサイクルのもと、事業の適正化確保を行った。 

 

（４）コンプライアンス  

法令・社会規範を遵守し、本財団の事業の透明性・公平性を確保した。 

 

（５）情報セキュリティの確保と個人情報及び法人文書の管理  

本財団のシステムへの不正アクセスや情報漏えいの対策を講じるため、情報の機密性、完

全性及び可用性を確保すべく、アクセス権限の設定及び情報の安全性の確保並びに安定した

社内システムの構築を実施した。 

 

４．不動産賃貸事業  

本財団が所有する土地及び建物の資産を有効に活用する事業のほか、賃貸物件の修繕を

行った。 

 

５．安定した法人運営  

安定した法人運営体制を確保するため、基本的な感染防止対策を引き続き実施した。 

 

２０２５年度事業報告には、｢一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則｣第３４

条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」は該当事項ありませ

ん。 

 

 

２０２６年６月 

公益財団法人ＪＫＡ 


